
（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

【企業局】

（水道用水供給事業）

新

１ 業務設備整備費のうち、 736,000 736,000 行田浄水場において、地球温暖化対策に資する工事を行

太陽光発電設置費 企業債 企業債 う。

588,000 588,000

内部留保資金 内部留保資金 行田浄水場太陽光発電設備設置工事

148,000 148,000 ７億３，６００万円

浄水池部分に太陽光パネル１，０００kw相当分を

設置する。

企業局

－ １ －

【審査の考え方】

太陽光発電設備について、地球温暖化対策

に資することから、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

（地域整備事業）

新

２ 幸手中央地区 5,078,324 5,078,324 圏央道沿線の幸手中央地区に産業団地を整備する。

産業団地整備事業費 繰入金 624 繰入金 624

内部留保資金 内部留保資金 ＜事業概要＞

5,077,700 5,077,700 ・工 期 平成２３年度～平成２７年度

・整備面積 ４７３，１００㎡

・総事業費 １６１億７，３０９万９千円

・分譲収入 １６８億４，０６０万円

・収 益 ６億６，７５０万１千円

３ 産業団地整備支援 40,829 60,561 60,561 新たな産業団地整備の可能性を調査する。

調査費 長期貸付金償還金 長期貸付金償還金 長期貸付金償還金 ６，０５６万１千円

2,995,691 2,998,390 2,998,390

財産収入 1 財産収入 1 財産収入 1 ・ 概略可能性調査

内部留保資金 内部留保資金 内部留保資金 事業化に向けた基本条件調査、採算性の検討等を

△2,954,863 △2,937,830 △2,937,830 行う。

・ 詳細可能性調査

概略可能性調査の結果を受け、開発協議に必要な

各種資料の作成、現況測量等を行う。

企業局

－ ２ －

【審査の考え方】

圏央道の開通を生かした産業集積を推進するた

め、圏央道沿線に産業団地を整備する必要性を認め、

要求額を措置した。

【審査の考え方】

産業団地整備の調査・検討の必要性を認め、要

求額を措置した。


